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印旛郡市広域市町村圏事務組合一般会計補正予算（第１号）





議案第３号

令和５年度印旛郡市広域市町村圏事務組合の一般会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 1,734千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 194,835千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。

令和６年２月７日提出

印旛郡市広域市町村圏事務組合　管理者　北　村　新　司

平成３１年２月１２日原案可決

印旛郡市広域市町村圏事務組合議会議長　櫻　井　優　好

－ 5 －

令和５年度　印旛郡市広域市町村圏事務組合一般会計補正予算（第１号）



第1 補

500 △6,850 6

正

50

5 繰 越 金 1 5,212 5,213

1 繰 越 金 1 5,212 5,213

6 諸 収 入 5,513 △96 5,417

表

1 雑 入 5,513 △96 5,

歳

417

 

歳　

入

　 入　　 合　　 

（

計 196,569 △1

単

,734 194,83

位

5

：千

　
円）

款 項 既 定 額 補

歳

 正 額 計

－ 6 －
入歳

4 繰 入 金

出

7,500 △6,85

予

0 650

算

1 基 金 繰 入 金 7,



歳

2,612 △1,73
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出 （

歳　　 出　　

単

 合　　 計 196,
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94,835

千円）

款 項 既 定 額 補 正 額 計

[一般会計]

－ 7 －

2 総 務 費 132,723 △1,734 130,989

1 総 務 管 理 費 13





印旛郡市広域市町村圏事務組合一般会計予算に関する説明書

令 和 ５ 年 度

印旛郡市広域市町村圏事務組合予算に関する説明書



令和 広

担金及び負担金

域

175,064

市

175

町

,064

村

1 負担金 175,

圏

064 17

事

5,064

務

2 県支出金 8

組

,490

合

8,490

 一

1 県補助金

般

8,490

会

8,490

計

3 財産収入

補

1

正

1

1 財産

予

運用収入 1

算

1

4 繰

事

入金 7,50

項

0 △6,85

5 別

0 650

明

1 基金繰入

細

金 7,500

書

△6,850 6

1

50

5 繰越

．

金 1

総

5,212

 

5,213

括

1 繰越金 1 5,212 5,

年

213

6 諸収入 5,513 △96 5,417

1 雑入 5,513 △96

歳

5,417

 

歳　入　合　計

入

196,5

款

69 △1,

度

項

734 194,835

当初予算

印

額 第１号補

旛

正

(単位

郡

:千円)

合計額

－ 1市 0 －

1 分



款

費 929

項

929

2 総務費 132,723 △1,734 130,989

1 総務管理費

当

132,612 △

初

1,734 13

予

0,878

算

2 監査委員費 1

額

11 111

3 民生費 813 813

1 社会福祉費 813

第

813

4 衛

１

生費 59,1

号

04

補

59,104

正
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1 予備費

(
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単
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位
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千
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円

734 1

)
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合計額

[一般会計・歳出]
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1 議

歳

会費 929

 

92

出

9

1 議会



2.
 

分 金　額
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―
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計

用料及び賃借料

△7

>

5　　

区

　 機器賃借料
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（一般会計）

１  一 般 職 
（１）　総括

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

※（　）内は短時間勤務職員について外書きしたもの。

　ア　会計年度任用職員以外の職員

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

※（　）内は短時間勤務職員について外書きしたもの。

91,273
△2,585

2,658 9,975 8,099 672 3,402 1,323 0 0

（千円） （千円） （千円） （千円）

397

住居手当

3,402 1,402 0

時間外
勤務手当

通勤手当
宿日直
手当

（千円）

0
0 △157 △639 △275 0 79

△28

（千円） （千円）

0 0 0

0 0
0

0 0

合　　計 備　考

職員手当の
内訳

（千円） （千円） （千円）

補 正 前
補 正 後

地域手当 扶養手当
管理職
手当

期末手当 勤勉手当

35 2,658 9,818 7,460

特殊
勤務手当

休日
勤務手当

管理職員特
別勤務手当

（千円） （千円）

88,688

(△2)

(△2)3

444
△409

△1,024

区　　分

△1,024

12 (1)

4,442
比 較

補 正 前
補 正 後

地域手当

区 分

（千円） （千円） （千円）職員手当の
内訳 補 正 後 4,310

△132

9 (3) 45,180

職 員 手 当 計

比 較

職員数区　　分

補 正 後
補 正 前

(2)12

7,460
8,099

31,015
29,482

2,658
9,818
9,975

区 分

（千円） （千円）

(4)9

（人）

（千円） （千円）

1,323

通勤手当
宿日直
手当

（千円） （千円） （千円）

672

勤勉手当

△132
4,442

比 較

4,310

備　考

0

0
0

44,156 29,482 73,638

報 酬 給 料

0 79△275

扶養手当

△157

合　　計

給 与 費

報 酬

44,156
396
△23

（人）

△1,533 △2,557

444

職員数

給 与 費

共　済　費

0

3,402 0
0
0

89,061
91,669

△2,608

住居手当
時間外

勤務手当

35

15,050
31,015 76,195 15,078

特殊
勤務手当

0
0

0
0
0

0

補 正 前
△409

給     与     費     明     細     書

（千円） （千円）

3,402

管理職員特
別勤務手当

共　済　費

比 較 3

休日
勤務手当

△639

373

1,402

期末手当

給 料 職 員 手 当 計

76,591 15,07845,180
△1,533

3972,658

74,011 15,050

△2,580 △28

管理職
手当



　イ　会計年度任用職員

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

※（　）内は短時間勤務職員について外書きしたもの。

(２）　報酬及び給料、職員手当の増減額の明細

（千円） （千円）

増減分

－ 17 －

備　　考説　　明

期末手当支給率　2.40月分→2.45月分
※再任用職員は、1.350月分→1.375月分
勤勉手当支給率　2.00月分→2.05月分
※再任用職員は、0.950月分→0.975月分

給与改定率　1.20　％

増 減 事 由 別 内 訳

職員の異動に伴う減等

会計年度任用職員報酬の △ 23

職員の異動に伴う減等

△ 1,306

526

396 396

共　済　費

△ 23

給 与 費

373

報 酬 給 料 職 員 手 当 計

（人）
合　　計 備　考

373

△23

区 分

282

その他の増減分

制度改正に伴う増減分

(1) 396

その他の増減分

区　　分 職員数

増 減 額

△1,024

△1,533

給与改定に伴う増減分

△ 2,059

補 正 後 0 (1)

補 正 前 0

△23

給 料

職 員 手 当

373

比 較 0 (0) △23

報 酬
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(３)　給料及び職員手当の状況

　ア　職員1人当たり給与

（円）
（円）
（歳）
（円）
（円）
（歳）

　イ　初任給

（円） 一般行政職 （円）

　ウ　級別職員数

(0)
(0)
(1)
(0)
(0)
(0)
(0)

(0)
(0)
(2)
(0)
(0)
(0)
(0)

※（　）内は短時間勤務職員について外書きしたもの。

196,200

(0.0)

一般行政職 

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額

国の制度

430,787
340,656

一般行政職

287,357

(100.0)

一般行政職

(0.0)

７級

級

２級
１級

６級

２級

合計

一般職
総合職
一般職

166,600
200,700

364,394

(100.0)
(0.0)
(0.0)
(0.0)
(0.0)

0.0
16.7

令和４年12月１日現在

令和５年12月１日現在

区 分

令和４年12月１日現在

令和５年12月１日現在

１級 3 33.4
0 0.0

(0.0)
(0.0)

平 均 給 料 月 額

区 分

44.11
平 均 給 与 月 額

48.58平 均 年 齢

４級
５級
６級

職員数（人）
5 41.7

170,900

大学卒

高校卒

202,400

(1)

(100.0)
(0.0)
(0.0)
(0.0)
(0.0)

25.0
8.3

合計 9
７級 1 11.1

５級 0

0.0

３級 1 11.1
４級 2

区 分

22.2

100.0

0.0

100.0 (100.0)

22.2

(2)

構成比（％）

2

1 8.3
12

0

0
2

3
1

３級



（級別の基準となる職務内容）

　エ　昇給

〔A〕 （人）

〔B〕 （人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

　〔B〕　　／　　〔A〕　　（％）

〔A〕 （人）

〔B〕 （人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

　〔B〕　　／　　〔A〕　　（％）

－ 19 －

５　級 ４　級 ３　級 ２　級 １　級区 分

一 般 行 政 職

７　級 6　級

号給数別内訳

補

正

前 ８号給以上

主　　 事

0

0

３号給

一般行政職

6

0 0

0 0

補

正

後

課　　　長 副 主 幹

合 計区 分

４号給

６号給

８号給以上

号給数別内訳

代表的な職種

主任主事主　　　査事務局長

４号給

職 員 数

１号給

３号給

9 9

昇 給 に 係 る 職 員 数 6 6

0 0

0 0

0

12

7

0

66.7%

7

0

0

7

職 員 数

6

６号給

比 率

主　査　補

比 率

12

66.7%

0

58.3%58.3%

昇 給 に 係 る 職 員 数

１号給

0

7
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　オ　期末手当・勤勉手当

※（　）内は再任用職員について外書きしたもの。

　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

　キ　地域手当

支給率(％)

支給対象職員数(人)

国の指定基準に基づく支給率（％)

千葉県の支給率（％)

※（　）内は再任用職員について外書きしたもの。

　 

補 正 後

区 分

支給対象地域 全　　　　地　　　　域

9.2

支 給 率 等

区 分

国 の 制 度

補 正 前

33.27075
国 の 制 度

（支給率等）
24.586875

10 (3)

24.586875 33.27075 47.709 47.709

2.300

(1.200)

(1.150)

(1.200)

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者

　（月分） 　（月分）

最高限度

　（月分）　（月分）
備 考その他の加算措置等

定年前早期退職特例措置 (2％～45％加算)

(2.350)

有

4.50

（月分）６月

2.200

2.200

2.200

(1.150)

(1.150)

(1.150)

2.300

2.200

有

有

4.40

4.50

(2.350)

10

47.709 47.709 定年前早期退職特例措置 (2％～45％加算)

9.2

級等による加算措置
備 考

支給期別支給率　（月分） 支給率計

(2.300)

１２月　

職制上の段階、職務の



　ク　その他の手当

定期券代を全額支給

自動車（2,000円～）

原動機付自転車（2,000円～）

自転車（2,000円～）

使用距離に応じて支給

－ 21 －

交 通 用 具

区 分

扶 養 手 当

通 勤 手 当

国の制度との異同

同じ

異なる

差　　異　　の　　内　　容

―

区　　分

交 通 機 関 等

住 居 手 当 異なる

組合 国

定期券代55,000円まで全額支給

使用距離に応じて支給（2,000円～31,600円）

組合 国

２親等内の親族所有の住居は手当の対象外
別居している両親所有の住居を賃借している場
合にも手当を支給 ※一定の条件あり。
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